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果たした与謝野馨・経済財政相は、政権として消費増税を明確にしたことの

歴史的意義を強調した。社会保障の機能強化と財政再建の同時達成を図るた

めのこの増税からは、ポスト菅政権も「絶対に逃げられない」うえ、自民お

よび公明の税制改革案とも違いはないと語り、３党協議が進むことへの強い

期待を表明した。 
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与謝野大臣 こういう機会をいただきまし

て、本当にありがとうございます。与謝野馨で

ございます。きょうは「社会保障と税の一体改

革」を中心に、若干お話をさせていただきます。 

自分で自己評価をしますと、もちろん税・社

会保障一体改革、100点は取れなかったと思い

ますけれども、まあ 80 点ぐらいはいただけた

のではないか、そういうふうに思っております。 

 

10％アップ明記は歴史的意義あり 

 

まず、この政治的な意義について申しあげま

すと、私は民主党のよそ者でございますが、い

わば雇われ職人として菅総理から、この問題を

やってほしいというご注文を受けました。これ

は中身は何を意味しているかというと、消費税

を上げるという話と、それから社会保障改革を

やるという話と、もう一つは、財政再建の道筋

をつける、こういう話であったわけですが、民

主党として、また政権として、2010 年代半ば、

これはぼやっとした話ではなくて、2014 年、

15年、16年のうちに現行の5％の消費税を10％

まで上げる、ですから 5％の消費税率アップを

段階的に行う、ということを政府与党として正

式に決めたというのは歴史的な意義があると

思いますし、その必要性は自民・公明政権の時

代にも強く指摘をされていたのですけれども、

結局、小泉内閣でも安倍内閣でも、福田内閣で

も、麻生内閣でも、鳩山内閣でも手がつかなか

った問題が、菅総理に至って 10％を明記する

ことができたというのは、菅総理ご自身のお言

葉をお借りすれば、歴史的な意義があったとい

うことだったと思います。 

加えまして、民主党政権が発足したときは、

政策は政府が決めるのだというのが小沢幹事

長の方針であって、やや党の方が置き去りにさ

れてきたんですけれども、今回は民主党も自民

党のように、党内で自由な意見がたくさんの議

員から述べられました。その意見の価値がどれ

ほどあったかということは別にしても、自由な

る雰囲気の中で大議論が展開されたというこ

と自体は、私は、大変価値のあることだったと

思います。 

そういう中で、私が、民主党の中に足場のな

い人間が来てなぜこの仕事ができたかといい

ますと、実は福田内閣時代に社会保障国民会議

というのがあって、現行の社会保障制度の改革

すべき点、ほころびのある点、こういうものが

指摘をされていた。それからもう一つは、麻生

内閣時代に、最後の段階ですけれども、安心社

会実現会議というのができて、貧困とか格差と

か、子どもの問題とか、そういうのを放置する

のはやめよう、そういう考え方ができた。自民

党政権としては、パラダイムのある種の変換が

行われたわけです。 

昨年一年近くをかけて、藤井裕久さんが調査

会長で、ほぼ麻生内閣がつくった安心社会実現

会議と同じ藤井報告書というのが、藤井裕久さ

んを中心にできたわけです。そういう物の考え

方の流れが昨年暮れまでにできたところで私

が任命されたのですが、社会保障制度の内容を

決めるというのは、専門家がたくさんいますの

で、そんなに難しい話ではないのですが、最後

の党の取りまとめのところで力を奮い、大演説

をし、絶対まとめるんだといってやってくださ

ったのは仙谷由人調査会長でございまして、仙

谷さんの演説は、速記録がありますけれども、

いずれも見識が極めて高い、なおかつ迫力があ

り、民主党の中でいろんな主張をする方に対し

て、極めて論理的な有効な反論をした演説がた

くさんあって、仙谷さんの調査会での大立ち回

りというのは、最後は民主党が自分たちで決め

なければいけない、というので 10％をのんだ

わけです。 

若干の妥協をいたしましたけれども、これは

当初の想定どおりのことでして、何か我々がず

るずる後退したということはどこにもありま

せんし、またポスト菅政権がこの問題を逃げら

れるかといえば、絶対に逃げられないような決

め方をしております。 

閣議決定しなかったじゃないかということ

ですが、閣議決定はしなくてよいというのは 2

週間ぐらい前から決まっていまして、決めたら

閣議に報告して、この成案をもとに、自民党、

公明党と話し合う、菅政権、民主党の正式な案
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として認めていただければいいということは

わかっていたわけです。 

自民党も、当面 10％といっております。こ

の当面というのは、とりあえず 10％といって、

将来の増税を含んだ表現になっておりますし、

昨年の 12 月から 1 月にかけて公明党が、大い

に内容の濃い新しい福祉ビジョンというもの

を出しておりますから、公明党もご自分たちの

主張を実現するためには、消費税の税率アップ

から逃げられない内容になっています。 

次に、政策的な内容をお話し申しあげます。

消費税を上げるということは、政治家にとって、

ある程度選挙で致命傷を負う可能性があると

いうことで、7～8 年前から、国民にご了解を

いただくためには、社会福祉目的税にして、払

ったものは全部何らかの形で国民に、タイムラ

グがあったとしても、還元される、そういう税

でないと、なかなか国民のご了解はいただけな

いだろうということでございまして、上げた

5％の分は全部国税収入になります。当然、地

方に使っていただくことはあるんですけれど

も、それは国税収入としていったん国に入った

ものを、地方を通じて社会保障に使うというこ

とです。 

 

9％分は全部社会保障へ 

 

ですから、イメージを持っていただきたいの

は、10％になったとき、1％分は地方消費税と

いうことになります。従来もそうでしたが、残

りの 9％は地方交付税に充てられた分を含め

て、9％分は全部社会保障に使う、このことが

今回の改革の特徴的なことでございます。 

それと同時に、社会保障の機能強化と財政健

全化の工程表を同時達成するようにいたしま

した。財政再建の節目というのは 2つありまし

て、2015 年には現在のプライマリーバランス

の赤字を半減する。これが第一段階。2020 年

には、プライマリーバランス、基礎的財政収支

を、赤字をゼロないしは黒字幅をプラスにする、

そういう社会保障の機能強化と財政再建の同

時達成、この 2つを目的としております。加え

まして、今後 5年間、具体的な工程表もあわせ

て作成しております。 

思想的に少し変わったところを申しあげま

すと、いままで社会保障といいますと高齢者中

心だったわけですけれども、高齢者中心からす

べての世代へと対象を拡大した社会保障制度

の構築を決めております。それと同時に、子育

て対策、若者雇用対策、貧困・格差対策なども

今回の社会保障制度改革の中で取りあげてい

るわけです。 

また、項目ごとに機能を強化する。例えば、

医療でこういう部分を機能を強化する。それだ

けではばらまき一方になりますので、効率化も

進めざるを得ないような措置をとっておりま

す。先ほど申しあげましたように、そういう無

駄を省くとか効率化をするということも真正

面からやっております。 

そこで、今回は社会保障目的税化をやった、

この点を特にご注目をいただきたいと思って

おります。この 9％については、例えば県庁の

事務費とか、どこかの事務費とか、人件費とか

ということには充てないようなことで、すべて

国民に還元されるという仕組みをつくりまし

た。もちろん、社会保障の窓口は地方であるこ

とが多いので、何かこれをもってして地方の財

源を取りあげたとか、地方に意地悪をしたとい

うわけではございません。 

そこで、政策パラダイムのことは少しお話し

申しあげましたけれども、安心社会実現会議、

これは麻生内閣の最後の段階でやった会議報

告書がございますけれども、ここで自民党もパ

ラダイムの変換をやって、貧困とか格差とか、

そういう問題にも真剣に取り組もうと。それか

ら、社会不安をもたらす、社会的な悲劇をもた

らす最大のものは失業ではないか、雇用ではな

いかというので、この報告書の中では、終身雇

用制というものの再評価をしております。 

今回は、一時はやったネオリベラリズム、新

自由主義路線、こういうものからいわば決別を

しているということが特徴ですし、グローバル

経済の現実の中で、社会的包摂――包摂という

のはインクルージョンというのが原語ですけ
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れども――疎外感を持った人たちをできるだ

けつくらない、社会で温かく包み込んでいくと

いう点でございます。 

そういう意味では、いま申しあげた社会的包

摂や中流層の――昔は中産階級という言葉を

使ったんですけれども、いまは中流層と呼んで

いますが――こういう社会の正規分布の中で

真ん中に位置する人たちを重視する、いわば温

かい改革へと。これはどこかと似ているんじゃ

ないかといえば、やっぱりヨーロッパの社会民

主主義に近い路線に、いまの政治全体が路線転

換をしたというふうにもいえるのではないか

と思いますし、それでは、民主党と自民党の政

策パラダイムにおいて差があるのかといえば、

違いは全くないといってもいいほど考え方は

似ております。ただし、みんなの党とか社会民

主党とか共産党とは少し違うのではないかと

思っています。 

今後の道行きですけれども、いろいろなこと

を伏線的にやっていこうと思っております。本

線は、間違いなく 3党協議ですけれども、3党

協議に当たっては、民主党が少し頭を下げなけ

ればいけない部分があって、それは、なぜそう

いうことをいうのか私はわからないのですけ

れども、菅政権と話し合いたくないというのが

一点、それから 2009 年の衆議院選挙のマニフ

ェストの修正をはっきりいえと。公明党は、民

主党の年金改革案の計算結果があるなら、それ

を見せてほしいとか。そういうのはありますけ

れども、3党協議をやらなければいけない。 

なぜそういうことを申しあげるかというと、

一つは、我々が議論しているのは、いわゆる権

力闘争ではなくて、国民生活にかかわる税と社

会保障をやっているわけですから、やっぱり税

が、一つの党では背負い切れないほどの大きな

問題でありますし、また現段階では、衆議院と

参議院のねじれ現象があるわけですから、連立

を組むとかどうかというのはまた別問題で、や

っぱり政策協議自体はやらないと進んでまい

りません。 

法律の税法附則 104条では、今年度中に法的

整備を行うという義務を政府にも国会にも課

しているわけですから、今年の秋ないしは来年

の通常国会にはきっちりした法案を出して成

立させなければいけません。 

 

民主、自民、公明もみんな同じ考え方 

 

ただし、難しいことばっかりかといえば、自

民党のマニフェスト、これは 2010 年に出した

マニフェストですけれども、消費税は当面

10％、そして、やり方は超党派による円卓会議

を設置し、国民的な合意形成を図る。同じよう

なことを考えているわけです。 

それから、自民党が提出した財政健全化責任

法、これは棚ざらしになっておりますけれども、

ここには附則 104 条に従って、法制上の措置を

今年中にやると。それから、政府の作成した素

案について、党派を超えた国会議員により構成

された会議を設置する。これは自民党の法案の

中に書いてある提案であるわけです。 

公明党は何をいっているかというと、新しい

福祉社会ビジョン、この中で、両院合同の国会

議員、両院合同の社会保障協議会を設置します、

こういっているので、みんな同じことをいって

いるのですが、いろんな政治的な困難がつきま

とっていますけれども、8月も過ぎれば一気に

各党協議になっていくのではないか、私はそう

期待しております。 

加えまして、実は 4月 29 日、民主党と自民

党と公明党が 3 党で合意文書をつくっており

ます。その文書を読みますと、こうなっており

ます。「社会保障改革と税制改革の一体的検討

は必須の課題であり、政府・与党は、実行可能

な案を可及的速やかにかつ明確に示し、国民の

理解を求める」ということで、まず政府として

は、実現可能な成案をようやくつくりあげたわ

けです。ですから、当然、受けていただけると

いうことを期待するというのは、根拠のある話

をお願いしているわけです。 

では、これから政府はどういうふうにやって

いくのか。まず 8月をめどに中期的なマクロ経

済運営の整理を行う予定です。それから、夏以

降、3党協議が始まるとすれば、その結果に基

づいて法制化のプロセスに入る必要がありま
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す。 

それから、同時に未確定の部分、例えば国と

地方との関係、それから、ビールの酒税の上に

また税金がかかっている、ガソリンの税金の上

にまた消費税がかかっているというタック

ス・オン・タックスという問題も、その他いろ

いろありますが、細かいことを詰めていかなけ

ればなりません。 

願わくは本年の秋の臨時国会で、復興税制も

法案をやらなければならないわけですから、復

興税制法案の中で消費税にきちんと言及をし、

明示し、来年の通常国会には必ず税制の抜本改

革法案を提出しなければならない、という手順

で進めるべきであると考えております。 

次に、中期のマクロ経済運営の姿をどう検討

していくのかということですが、一つは、復興

税制との関係を整理しなければなりません。必

要な資金額、償還年限、税目によって当然マク

ロ経済への影響は異なります。 

それから、社会保障・税一体改革、2010 年

代半ば、14 年、15 年、16 年、ここで段階的に

3 と 2 とするのか、2 と 3 にするのかというこ

とを含めて、段階的というのは、一体どうすれ

ば経済に対して最小限の影響しか与えないか

ということを整理する必要があります。 

それからもう一つ大事なことは、総理がきょ

う記者会見してエネルギーの話をされると思

うんですけれども、原子力発電の影響というの

は、実は脱原発というのは簡単にいえるのです

けれども、原発のかわりに化石燃料を使います

と、比喩としては正しいかどうかわかりません

が、法人税を 3割増税したと同じコストアップ

が発生いたします。それから、高い燃料を輸入

するので、国の富がどんどん流出しますので、

その影響もやっぱり数兆円、ＧＤＰの 0.6 とか

1％に及んでしまいます。 

それからもう一つ、注意しなければいけない

のは、空洞化の問題と、日本がやっているＥＰ

Ａの遅れの問題です。まず、ＴＰＰと空洞化の

問題をあわせて申しあげますと、韓国の例をと

ると非常にわかりやすいのですが、7月 1日か

ら韓国とＥＵの間でいわばフリー・トレード・

アグリーメント、自由貿易協定が発効いたしま

した。韓国がヨーロッパに自動車を輸出します

と、関税はゼロです。日本がヨーロッパに輸出

すると 10％の関税を取られます。こういう現

象から、例えば工場をつくるなら、ＥＵへ供給

する自動車はヨーロッパに工場を建てようと

か。その分、日本の国内の雇用には甚大な影響

が出てくるわけです。 

それともう一つは、燃料の供給不安というの

がありますから、いま申しあげました問題プラ

スならば、電力が安定している国に行こうと。

労賃も安いね、電気も安定しているね、という

当然の選択というのは出てきてしまうおそれ

があるわけです。 

それから、ＴＰＰというのは、トランス・パ

シフィック・パートナーシップ、太平洋を超え

た、包含したパートナーシップ。これは、オバ

マ大統領は大変積極的なのですが、農協が、民

主党議員、自民党議員に、これだと日本の農業

が壊滅的な打撃を受ける、そういうことをふれ

回って、民主党の中の動きもパッタリとまって

しまったわけですが、ＴＰＰというのは、いわ

ゆる通商のルールをつくる環太平洋の母体で

すから、そういうところに入っていかないと、

やっぱり日本は肝心のルールづくりのところ

に参加しなかったということになります。 

ですから、交渉に入るところまではきちんと

やって、日本の農業が難しいというのであれば、

10 年ぐらいの余裕を下さいとか、条件を提示

すれば、それは済むことです。やっぱり交渉に

参加するということを決めないと、日本の通商

関係というのは大きな立ち遅れを示すことに

なる、ということを心配しております。政権の

中では、総理だけはこれに対する情熱は失って

おられない、ということを付言させていただき

ます。 

それから、日本の政府とソブリンリスクの話

を申しあげますけれども、国が倒産するという

のは、よっぽどだらしのないことをやった政府

ではないかというふうに思っているんですけ

れども、ギリシャとか、ポルトガルとか、アイ

ルランドとか、それからスペインもそういう中

にカウントされ始めましたけれども、かなり危
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うい状況が来ています。ギリシャの金利水準と

いうのはもう 25％になっていますし、アイル

ランドもたぶん 20％近い。イタリアも 6％前後

になっているということで、日本だけ 1.1％、

そういうことになっていますけれども、ＥＵの

仕組みというのは、本当は国境があると、いろ

んな経済問題というのは為替の水準や何かで

国境統制ができたのですけれども、統一通貨を

使った途端に為替でいろんなことが調整でき

ないという難しさもあります。 

それから、アメリカでも議会は、共和党がコ

ントロールしていまして、増税はだめだ、歳出

削減でやれ、特にオバマがやった医療保険改革、

こういうものはけしからんというのですが、ア

メリカの法律のほうが日本より厳格で、政府が

借り入れられる額の上限というものがあって、

ガイトナー財務大臣がいうには、8月2日には、

その上限を突破する、支払えない、政府職員も

解雇せざるを得ない、そういうぎりぎりのとこ

ろになっております。 

ヨーロッパとかアメリカにも、日本にとって

好ましくないこういう現象というのがありま

すし、特にアメリカは失業率が全然低下しない。

住宅価格が相変わらず軟調である、こういう問

題も注意しておかなければいけない問題です。 

 

償還期限や税目を決めるのが先決 

 

最後に、復興税制について申しあげますと、

秋には復興税制を国会に提出する必要があっ

て、それまでに 3党協議を終えていなければい

けません。復興税法の中では、借りたお金を何

年物で借りるのかという償還期限、それから税

目を決める必要があります。 

なぜそういうことを決めなければいけない

かというと、市場が日本国、政府をともに信用

するという状況が、いまの 1.1％強の低金利を

維持する意味で、どうしても大事なことで、こ

こで政治的な理由で物事をあいまいにすれば、

必ず市場から何らかのしっぺ返しが来ると思

っております。政府復興本部で具体的なたたき

台に踏み込んで、望むらくは 7月末までに、償

還期限とか税目という粗筋はきちんと決めな

ければいけないと思っております。 

私個人としては、財源を調達するためには、

経済や市場への負荷、負担を最小限に抑える、

復興予算の出資スケジュールに合わせた財源

調達が必要だと思います。最初の 2年間は、調

達財源は相当大きなものになります。しかしな

がら、日銀の経済予測などをみても、実質で来

年は 2.9 いくということで、おおむね 2％台の

上のほうを来年の実質経済成長率として見積

もっている民間の研究機関が多いということ

で、ことしの秋から来年にかけては、明るさが

必ずみえてくる、私はそういうふうに思ってお

ります。 

復興税制という税金の話、社会保障といえば

税金の話ということですが、やはりきちんと国

民に負担していただくべきことは負担してい

ただくという極めてストレートフォワードな

物の考え方を政府は持たなければいけないと

思っております。一体改革のほうは、民主党が

逃げないで、正面から 10％ということを明記

しましたが、復興税制も、そういうことをきち

んと明記して、国民に頭を下げてお願いをする

という儀礼が必要になってくると思っており

ます。 

以上、少しとりとめのない話になりましたが、

税・社会保障一体改革について、少しでも理解

を深めていただければと思っております。以上

です。ありがとうございます。 

 

≪質疑応答≫ 

 

司会 日本記者クラブ企画委員 小此木

潔（朝日新聞 編集委員）どうもありがとう

ございました。世界経済にまで目配りしていた

だいて、全体像がよく理解できたような気がし

ます。これからＱ＆Ａに移らせていただきたい

と思います。 

与謝野さんは、当クラブ、5回目の登場でい

らっしゃいます。前回は 2008年 5 月 16日、安

倍内閣の官房長官を終わられた後のご登場で

ありました。その前は経済財政金融担当大臣と
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して、その前は自民党の政調会長として、その

前は 1999 年、小渕内閣の通産大臣として会見

をしていただいております。 

それでは、僣越ながら、皆さんの共通のご関

心事項と思われる事柄について、私から何問か

お尋ねをさせていただきたいと思います。 

いましがたお話を伺った中で、何本もニュー

スが書けそうな気がしているんですが、そのう

ちの一つといたしまして、今後の政治スケジュ

ールに絡むことなんですが、できれば、秋の臨

時国会にも消費税についての言及をした形で

復興税制の法案を、というお話がありました。

それから、通常国会については、必ず税制抜本

改革法案を出すべしというご推奨ですが、自民

党が当面 10％消費税を上げるという基本政策

として、民主党も、与謝野さんのご努力もあり

まして、10％ということでそろっているわけで

すから、論理的には可能だと思うのですが、し

かし、なかなか物事がいうとおりに進まない政

治の様子などをみておりますと、本当にできる

んだろうかという不安も出てまいります。 

そして、それをスムーズに進めるためには、

例えば秋の臨時国会の復興税制の、先ほど税目

とおっしゃいましたけれども、このようなもの

は、あまり民主党案だ、政府案だと突っ張らな

いで、自民党、公明党の案を丸のみというと語

弊があるかもしれませんけれども、妥協できる

ところは大胆に妥協して、そうやって政党間協

議を軌道に乗せていって、それで抜本改革法案

につなげるということはお考えになっていら

っしゃらないでしょうか。 

 

自民党案丸のみも悪い話ではない 

 

与謝野大臣 自民党は、復興税制の必要性

をいっておりまして、自民党の主流の考え方は

基幹税。基幹税というのは、税収の大きいもの。

税収の一番大きいのが所得税約 14 兆円。それ

から、地方に分ける前の消費税が 13 兆ぐらい。

法人税が 9兆円ぐらい。これに付加税をかけよ

うという考え方でありますが、自民党 が知恵

を絞って出してきたものを丸のみするという

のは一つの方法ですけれども、私はなるべく痛

税感の少ない税目をやったらどうかなと思っ

ていまして、例えば所得税、ここに 100万円を

払っておられる方がおられたときに、そこに

10％を乗せると 110万円になってしまう。だか

ら、付加税をかける場合、何％ぐらいが許容範

囲かというのは極めて難しい政治判断だと私

は思っております。余り文句をいわれないのが、

例えばたばこ税とか、そういうものであると思

っておりますが、いずれにしてもこれからの議

論で、自民党 が出してくださったものを丸の

みするというのは、そう悪い話ではないと思っ

ております。 

 

司会 ありがとうございます。それに関連し

ましてですが、民主党は税制改革大綱という政

策の中で、消費税を上げる場合には国民の信を

問うというふうに明記しました。総選挙の前で

すが。それにのっとって考えますと、当然、税

制の抜本改革の法案を国会に出すときは、それ

が通った暁には解散というのをセットで民主

党は想定しなければいけない立場にあるわけ

ですが、党利党略とか、権力闘争の目線ではな

くて、国民生活本位と、先ほど与謝野さんがお

っしゃいましたが、その目線に沿って考えます

と、解散・総選挙というのは、税制抜本改革の

法案が通った後、行われるべきもので、その手

前であってはいけないというのが与謝野さん

のお考えでしょうか。 

 

与謝野大臣 法律的な要請は、今年度中に

法的整備をするということになっていますか

ら、法律はいずれにしてもことしじゅうに通さ

なければいけない。ただ、民主党のマニフェス

トとの整合性を保つと、13 年 9 月がちょうど

前回の選挙から 4年間たったという時期で、た

ぶん今回も一選挙を経て実施されるだろう、そ

ういうように思っておりますので、政策とか約

束とのぶつかり合いというのはしないで済む

ようになると思っています。 

 

司会 ありがとうございます。ご著書の中で、
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かつて、大連立ができればいいけれども、大連

立でなくても、政党協議による合意は大いにあ

り得るし、そういうのをやってほしいと、すで

に何年か前に書いていらっしゃいましたが、現

状では、なかなか一党だけではできないという

厳しい状況の中で、もし 3党協議あるいは政党

間協議が成り立たなければ、その場合はどうな

るのでしょう。これは政界再編しかなくなるの

でしょうか。 

 

英雄待望論は危険 

 

与謝野大臣 一日一日と嫌なものから目を

遠ざけていくと、とんでもない結果になってい

くと思います。 

で、3 冊、本をご紹介申しあげますが、1 つ

は、アリストテレスが書いた政治論で、最もい

い統治体制は何かという部分があって、1つは

君主制、1つは少数貴族による寡頭制、それか

らもう一つは、民主制。民主制の末路というの

をアリストテレスは書いているのですが、民主

制というのは人気取りをやっているから、そこ

に問題があるとわかっていても、政治家たちは

手をつけない。そうこうしているうちに国民の

間で、こんな政治だったらどうにもならないと

いうので、英雄待望論が出てくるという話が書

いてある。 

それから、最近、翻訳が出て、英語名は“This 

time is different”。「今回は違うよ」とい

うのですけれども、和訳は『国家は破滅する』

という本で、これは 800 年間ぐらいの財政破綻

の歴史、金融システムの危機の話が書いてある。 

それからもう一つは、随分前、30 年も 40 年

も前に書かれた、第一次世界大戦の後のドイツ

のインフレのすさまじさ、“When Money Dies”、

和訳は「ハイパーインフレーションのなんとか

……」という題名になっているんですけど、こ

れを読むと、民主党の一部にも、それから自民

党 にも相当いるんですけど、デフレを克服す

るためには、日銀がばんばんお金を刷れと、こ

ういう大変危険なことをいっている方がおら

れるんですが、やっぱり国家は破滅する。それ

から、お金は死んでしまうこともある、この教

訓だけは忘れないでやっていかなければいけ

ない、そう思っています。 

しかし、国の意思決定機構が、物事が決めら

れない状況というのは、それは国民生活、国民

経済にとっては、これほど迷惑なことはないの

です。ですから、前に福田さんと小沢一郎さん

が大連立をやろうといったときには、私は、物

事を決められる内閣ができると思って大変喜

んだんですけれども、話は不調に終わりました。

これはちょっと考えないと、大事な時期に大事

な物事が決められないとわかっているのにだ

れも手をつけない、こういう政治になりそうな

ので、英雄待望論なんて出てくること自体が大

変危険なことなので、この民主主義の枠組みの

中で物事がきちんと決まるということが、私は

最も望ましい姿ではないかと思っております。 

 

司会 ありがとうございます。それでは、

会場の皆さんからご質問をいただきたいと思

います。 

 

質問 ありがとうございました。先ほど、

大臣、この社会保障と税の一体改革の案につい

て、ポスト菅、菅総理の後継者も絶対に逃げら

れない、こういうご指摘でしたが、そもそも菅

総理が退陣を表明された後に民主党の代表選

がございます。いまの現状をみていますと、民

主党の中に、この局面で消費税上げは反対だ、

こういう意見がかなり強いわけですが、代表選

で、この消費税問題が大きな争点になることの

是非は、どのようにお考えになっていますか。 

 

与謝野大臣 この話は、代表選ではたぶん

テーマにならないと思っていまして、いま問わ

れているのは、ガバナビリティーが問われてい

るので、どっちが政治家として腕前が上かとい

う話なので、政策というのは大事なことなんで

すけれども、やっぱりどの人物が一番総理にふ

さわしいか、ということだけが争点になるんじ

ゃないかなと思っています。 

 



 

9 
 

司会 ありがとうございます。 

済みません、先ほど私のところに会場の方か

らいただいたメモに基づいて質問するのを失

礼いたしましたので、短くお答えいただければ。 

菅内閣の一員として、民主党の菅首相への支

援体制について、どう思われますか。 

 

与謝野大臣 何について？ 

 

司会 菅首相への支援体制が何となくしっ

かりしていないんじゃないか、これについてど

う思われますか。 

 

与謝野大臣 きっちりした建前からいいま

すと、私は菅総理に任命された閣僚ですから、

きちんと菅さんがやりたいということは、閣僚

としてそれをやる責任があると思っています

し、民主党の中でいろいろいわれるんですけれ

ども、菅総理をつくったのは民主党なんですか

ら、その辺はきちっとわきまえてやらないと、

政治に対する信頼とか不信とか、そういうもの

が、国民が政治をみるときに信頼できないとか、

信用できないとか、そういうところに行ってし

まうので、きちんとしたところが政権になけれ

ばいけないと私は思っています。 

 

質問 2 点ございまして、1点は、いまの日

本の経済競争力、これを確保することが財政上

も重要ではないか。その観点からすると、世界

的な競争の条件を、日本の産業界が平等になる

ように政府が政策を進めてやるべきではない

か。 

具体的には、やはり原子力の推進をやって、

財政的負荷がかからないようにする、あるいは

法人税減税。エネルギーの問題にしても運賃の

問題にしても、ただでさえコストが高いわけで

すね。労賃も。これをいかに国際競争力のある

条件に産業界を置いてやるかということが、日

本の前途にとって非常に重要じゃないか。これ

が一点です。 

それからもう一点は、国民の権利と義務の関

係で、西洋の先進国をみた場合、社会保障も手

厚いけれど、払っている消費税も非常に高いも

のがあって、そこの負担と受ける責任というか、

権利の関係がきちっとしているんですね。 

ところが、日本はどうも迎合的な政治で、そ

こがきちっとしていない。一般歳出の半分近く

に社会保障費がなろうとしているわけです。こ

れぐらいにゆがんだ財政構造があるんだろう

か。他国と比較した場合、世界 200 カ国近くと

比較した場合、日本の社会保障制度は、私はか

なり高度なものだと思っています。これ以上社

会保障費が肥大化することは、日本の財政のゆ

とりをなくすし、非常に問題点がある。ここを

政府が責任を持って、財政収入と社会保障の関

係をいま以上にきっちりと管理してもらわな

いと、日本の前途は危ういんじゃないかと思い

ますが、その 2点はいかがでしょうか。 

 

脱原発は部分だけを見ての議論 

 

与謝野大臣 私も全く同じ考え方を持って

いまして、この 3 カ月間、日本の輸出、輸入、

貿易統計をみますと、赤字になっています。こ

れが震災から受けている一時的な影響なのか、

それとも日本の経済自体が国際競争力を失っ

ているのかということは、ちゃんと点検しなけ

ればいけない、そういう問題があります。 

国際競争力を具備する条件は、技術が優れて

いるということ、それから新しい商品が新奇性

を持っているとか、それから各国に対しての売

り込みとか、そういう面で通商政策が邪魔して

いないかどうかという点と、資源やエネルギー

に対するアクセスがきちんと確保されている

かどうかとか、いままでのように、ある程度競

争力のある電力が使えるのかどうか、そういう

多面的な検討が必要なのであって、脱原発とい

うスローガンは、ある部分だけをみての議論で

すから、全体の議論をしてやっていく必要があ

る。 

特に、私、小学校の時代とか中学校の時代を

思い出すと、やっぱり日本は非常に貧しかった。

貧しい国がとにかくここまで何とかやってき
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たという、そこのところを理解しないと、物事

の判断を誤るんじゃないかと思っています。 

それから、権利と義務の関係ですけれども、

20 世紀という時代は、人類の歴史上で、他人

に対するヒューマニスティックな物の考え方

というのが世界的に広まった 100 年だったと

思っています。いわば動物の世界ですと、落後

者は落後したままに放置されるというんです

けれども、人間はそういうことをしなかった。

特にこの 100 年は、そういうことについては非

常に制度的に充実させてきた。これは給付を受

ける者が権利だというふうに思ってしまうと、

社会の活力の堕落というものが始まってしま

うのではないか、私はそう思っています。 

ですから、あらゆる福祉政策というのは、モ

ラルハザードを発生させる危険性を持ってい

るんだということを自覚的に認識しておかな

いと、選挙のことも含めてばらまき政策だけに

なっちゃうというので、政府というのは、財政

学的にみれば、しょせん、あるところにある所

得をこっちに移転させるというだけの作業で

すから、何かあると政府が出せ、こういうので

すけれども、政府が出せという命題自体が間違

いで、おれは出さないけれども、他の国民は出

せ、こういうことと同じことなので、そこのと

ころは、弱い立場の人に優しい心と温かい心が

必要なんですけれども、制度の運用次第によっ

ては、極めて大きなモラルハザードが発生する

と思っています。 

司会 ありがとうございます。予定の 1 時

半を 2分超過しております。もしどうしてもと

いう方がいらっしゃれば別ですけれども、これ

で会見を閉じてよろしいでしょうか。 

それでは、与謝野大臣、お忙しい中ありがと

うございます。 

最後に、大臣からゲストブックに書いていた

だいた歌を、ちょっと難しいので、大臣自身か

ら……。 

 

与謝野大臣 「願わくは花の下にて春死な

む、その如月の望月のころ」という歌なんです

けれども、やっぱり日本が滅びていくとか、没

落していくような中では死にたくない、そう思

っていまして……。 

 

司会 ありがとうございます。 

最後に記念品のネクタイをお渡しして、また

ぜひ 6回目もおいでくださいますよう、お待ち

申しあげております。どうもありがとうござい

ました。（拍手） 

（文責・編集部） 


